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車 両 日立製作所における鉄道車両製作の歴史ほ大正9年当

時の鉄道省に納めた8620形蒸気機関申に始まり,続いて大正13年

には同産として最初の本線用大形電気ミ校閲卓1070形(のちにED

15形)59トンを製作し,以来約50年の間,新技術開発の耐こつ

いても,生産の面についても日本国有鉄道,私鉄,産業および輸

出の各分野にわたり,鉄道の発展とその近代化に貢献してきた｡

電気機関車については,わが国の電化が主として直流で行なわ

れてきたころより,上記のED15形電文機関車に続いて各種のも

のを日本国有鉄道,私鉄そのほかに納入してきたばかりでなく,

昭和33年に戦後最初の電気機関車の輸出をインド国有鉄道に行

なって以来,オーストラリアそのほかにも輸出してきた｡

昭和30年に日本国有鉄道の交流′苗化が決定されるや,日立製作

所はいち甲くわが国最初の交流電気枚関車ED441形(のちにED

901)を製作してわが国交流電化の基盤を作り,その後約12年間

に17機種約280両に及ぶ交流および交直流電気機関車を製作し

てきた｡特に交流車両の技術的発展の中核ともいうべきシリコン

整流については,昭和33年にわが国最初のシリコン転流器式炎症

両用電車を試作して以来,常に業界の先頭に立つて開発を進め,車

両用シリコン整流器の累計把力はすでに1,000,000kWを越え,こ

の分野においても世界で最も実績の多いメーカーの一つとなって

いる｡さらにサイリスタを主回路に応用することほ,これまで多

くの技術者の願望であったが,日立製作所は昭和40fFに世界最初

の全サイリスタ式幹線用大形電気機関車ED93形を完成して本

技術分野に先鞭(せんべん)をつけて以来,さらにこれをED77形

として量産に移し,続いて全サイリスタ式電力回生ブレーキ付交

流電気機関車ED94形,ED78形を完成Lた｡これら交流車両の

技術の優秀性は,昭和37年にインド国有鉄道より日本連合代表と

して45両の交流電気機関車の受注を成功せしめ,さらにアフリカ

コンゴBCK鉄道よりの受注も可能ならしめた｡

電車についても,各種の新技術を開発して,日本国有鉄道,私鉄

の通勤輸送増強,地下鉄の増設などに寄与してきたが,特に最新

のエレクトロニクス技術を大幅に導入して自動化,無接点化を行

ない,高圧イソバータを開発し,続いてサイリスタによるチョッ

パ制御についても,すでに帝都高速度交通営団に第2次の試験車

を納入してその実用化の第一歩を進めつつある｡今日までに日本

国有鉄道に納入してきた交流および交直流電車ほ,北海道電化用

サイリスタ式交直両用電車および世界最初の寝台座席両用交直流

電車などを含めて十数形式の多きに及び,常に新形式の開発に努

力してきた｡

掛ここの分野において特筆大言すべきは東海道新幹線電車の完

成であろう｡日本国有鉄道においてこの計画が発表されるや,日

立製作所は各部署全機能をあげてこれに協力し昭和37年には試

作車2両を製作し昭和39年の開業以来数多くの車両および電気

品を納入してきた｡交流および交i白二流電車の数量はこの東海道新

幹線を含めてすでに700両に達している｡

電化とならんで動力の近代化の一翼をになうディーゼル化につ

いても日立製作所は各種の車両を開発Lて貢献してきた｡

ディーゼル電気機関車については昭和9年当時の南満洲鉄道に

750PSの,また続いて昭和11年にはR本国有鉄道に600PSのデ

ィーゼル電気機関車を納入して本分野におけるわが国での先鞍を

つけた｡昭和31年には狭軌では世界最大の出力をもつ1,900PSデ

ィーゼル電気機関車を独自の電気方式を織り込んで完成し,さら

にディーゼルエンジンについては昭和32年に西ドイツM･A･N

社と技術提携を行ない,すでに日本国有鉄道を始めとしタイ,台

湾,ブラジル,スーダン,ポリビヤおよびコンゴなどへの輸出向

けを含めて,120両以上のディーゼル電気機関車を製作し,わが

国で最大の実績を有するメーカーの一つとなっている｡

さらにまた液体式ディーゼル枚関単については国内向け輸出向

けを合わせて総数680両以上を製作しており,また独白の技術で

開発したトルクコン/ミ一夕DW2A形,DW6形などの生産もす

でに200台以上に達している｡

ディーゼル動申については昭和35年にアラブ連合向けに350両

の大形ディーゼル動串を大量受注して以来,同国郊外通勤用古こ

100両を,西パキスタンに65両を納入するなど東南アジア,中近

東,アフリカおよび南アメリカなどに合計600両以上を納入して

おり,この実績は国内においてほもちろん外国メーカーを含めて

も最大のものの一つである｡

客車についてほ軽量化,乗心地の向上およぴデラックス化の要

求にこたえ軽量客申ナハ10形を日本国有鉄道に納入し,また昭和

33年には特急用編成客車あさかぜを,さらにさくら,ほやぶさな

どを製作してきたが,輸出についても,アルゼンチン向け冷暖房

付優等車200両をはじめとしビルマ,タイおよぴマニラなどにも

納入してきている｡

貨車については早くより大量生産の設備を完成し日本国有鉄道

貨車,私有貨車などを大量に生産したほか,海外15個国に対し

3,200両以上の貨車を納入してきた｡

日立製作所は早くより都市交通緩和の一つの解決方法としてモ

ノレールに着口し昭和35年に西ドイツアルウェーグ社と技術提

携し昭和37年に交通楼関としてわが国最初のモノレールを名古

屋鉄道犬山遊園に建設して以来,小Ftl急沿線の読売ランドに,また

昭和39年には羽田空港と都心とを結ぶ本格的振絞モノレールを

建設して,この線だけでもすでに1,500万人以上を輸送してきた｡

近時輸送量の急増に伴い道路輸送が急速に発達しつつあるが日

立製rF所ほ昭和34年に300t積ガーダー式トレーラを完成したの

を始めとして15～40tの標準トレーラの生産を続け昭和42年に

は世界長大の500tトレーラを完成した｡また,コンテナリゼー
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ションの進展につれ,海上コンテナ用トレーラを開発し,すでに

コンテナトレーラは650両の製作実績を持つに至った｡大形ダン

プトラックについても昭和36年に15tダンプトラックを開発し

て以来,昭和43年にはわが国最大の30tダンプトラックを完成

しこの分野の需要に応じている｡昭和41年にほ防衛庁向けのわ

が国では前例のない水陸両用の自走式渡河器材である自走浮橋を

困難な三元合金の溶接技術を開発して完成しすでに2号車を完成

している｡

以上日立製作所における車両の開発および生産の歴史の大略を

述べたが,絶え間ない技術革新の行なわれつつある鉄道業界にあ

って常に時流におくれないよう努力を重ねて進んで釆ており,来

るべき山陽新幹線については目下試作を進めつつあり,昭和45年

の万国博覧会には,場内交通棟閑として全自動運転によるモノレ

ールを建設中である｡そのはか将来の鉄道に対する基礎研究と広

範囲の開発を正常に精力的に行ないつつあり,ますます高まりつ

つある高度の輸送需要にこたえんとしている｡

後掲の論文は,車両発達史の現時点における精華ともいうべき,

サイリスタ式電気串の開発について述べたものである｡

昇降機 現在エレベータは都市への人口集中と建物の高層化と

ともに,ビル棟能の枢軸をつかさどる輸送機関として時代の脚光

を浴びつつ活況を呈しているが,わが国では明治23年浅草の凌雲

閣に設けられた観光用エレベータが最初のものといわれている｡

日立製作所におけるエレベータ製造の起源は大正13年ごろの

小規模なリフト生産から始まる｡昭和初期に本格的生産を開始

し,順次社内の各種技術をエレベータへ結集するとともに試験塔

を新設して新製品の開発につとめ,昭和7年に交流シングル･ス

ピード荷物用エレベータ,昭和10年直流ⅤⅤギャレス120m/

min乗用,昭和13年に当時のわが国最高速度ギャレス150m/

minを納めるなど急速に製品分野の拡大をとげた｡

第二次大戦の激化に伴いエレベータの生産は休止のやむなきに

至ったが,昭和20年に他品種製品にさきがけて再発展の第一歩を

踏み出し,昭和26年および昭和34年に設置された試験塔および

研究塔を駆使して独創的な速度制御方式,機器などをあいついで

開発した｡

すなわち速度制御の分野において,BCO形刷子電圧降下補償装

置,TV制御方式,マグアンプによるセラコソスタック仝静止形

帰還制御方式などが開発され,迅速で乗心地よくしかも精密な着

床を可能にした｡運転方式の自由化,並設エレベータの群管理運

転をはじめCTP方式による全自動群管理制御などの完成によっ

て,グループ･エレベータの石松的な運転が実現し,輸送能率が

飛躍的に向上した｡制御の高級,高度化の原動力となる機器の開

発も急ピッチで進められ,リレー,コンタクタ,スイッチ炉をは

じめ半導体を応用した高機能で高信頼度の電子装置があいついで

出現した｡

時あたかも都市への人口集中と経済発展の世相とあいまってエ

レベータの生産量は年々記録を更新したが,さらにシンガポール,

香港をはじめとする東南アジア地区ヤアメリカにまで納入分野を

拡大した｡

昭和43年4月,わが国最初の本格的な超高層ビルとして世界の

注目を浴びながら完成した霞が閑ビルには,300m/min高速ギャ

レスをはじめとし,速度,台数,ストロークなど従来の国内実績

のほぼ2倍に相当するエレベータ群を納入した｡この成果は業界

の認めるところで純国産技術を結集してエレベータ界の金字塔を

打ち建てたものといえよう｡

後掲の論文は現在の技術の頂点ともいうべき高速エレベータの

開発に関する報告である｡

エレベータ関係の品種はきわめて広範囲で,これら超高層ビル

用高速エレベータをほじめとする直流エレベータ,規格化,量産

化により多くの需要を得ているA形エレベータや,適用に特異の

妙を持つ油圧エレベータにまで及んでいる｡さらにC-NN形全透

明エスカレータを頂点とするエスカレータ,エスカレーンなども

国内はもとより海外市場で好評を得ている｡

ビル機能の効率を高める機械式立体駐車場設備も,大形のバウ

ザ一式,フォーク式,ロータリー式,LP式と各種環境に応じて

製作されれている｡

わが国経済の今後の進展とともに,これらエレベータ,エスカ

レータはますます需要が増加するものと思われるが,一方これら

需要家のご期待にこたえ技術の飛躍自勺革新をめざして計画的に研

究開発を展開しつつある｡たとえば超高層ビルについては計画の

時点から参画して効率的な設置計画を答申できるように,統計的

な手法と電子計算機,グラフィック･ディスプレーを応用したエ

レベータリング技術の開発そのはか回転機制御系へサイリスタな

ど半導体要素を織り込んで,よりかんペきに近い乗心地と着床性

能を確保するなどの努力を続けている｡

運 搬 運搬荷役の面における機械設備の進歩の跡を,この分

野の代表であるクレーンを中心としてたどってみよう｡

クレーンの技術的進歩は構造強度に関する研究,溶接技術の発

達,需要家の設備の大形化などにより著しく促進された｡溶接技

術の進歩は鉄構のびょう接構造を溶接楕造におきかえ,溶掛こ適

した構造の発展を促してきた｡すなわち,トラス形式からプレー

ト構造,ボックス構造へと変遷し,さらに最近は補剛薄板構造の

大断面ボックスガーダの採用をみるに至り,軽量化,簡素化の面

で注目すべき成果をあげている｡また高抗張力鋼板やパイプ材な

どの活用も軽量化に役だっている｡機械部分についても鋳造品か

ら溶接構造におきかえられたものが多い｡アルミ合金製のクレー

ンも製作され軽量化には成功したが,現在のところ経済性の点か

ら特殊用途に限って使用されている｡

また全体の形状の決定の際,風圧を少なくするための風洞実験

の結果が大幅に利用されていることも見のがすことはできない｡

用途の面からくるクレーンの大容量化や形式の変化も大きい｡

一例として造船所の船舶建造用クレーンでは,戦後従来の塔形ク

レーンに代わって大形船のブロック建造のため,自重,風圧とも

に小さいスイングレバー形の引込クレーンが製作され,巻上荷重

も50～80t級のものが,最近では120t級にまで増大した｡また

ドック用として大形ガントリークレーンも採用されるようにな

り,200t,スパン102mのものが作られた｡

また製鉄所においてもその能力の増大とともに,多量の鉄鉱石

を一時に運ぶため大形の専用船が採用されるようになり,ふ頭荷

役時間の短縮を目標にアンローダの大容量化が進められ,昭和33

年にわが国で初めて1,000t/hの能力のものを製作Lたが,今日で

は1,500t/hのものも完成するに至った｡この種のアンローダの制

御方式の進歩改良も注目すべきものがあり,運転性能の向上,取

り扱いの容易化をはかって,サイリスタを用いた静止レオナード

制御や,プログラム方式の自動運転が採用され,さらにフィード

バック式のつり荷の振れどめ制御も開発された｡

他面,転炉製鋼法の採用に伴い,日立製作所でほこれに適した

高性能のレードルクレーンを多数製作し,わが国の高速大容量レ

ードルクレーンの大半を納入した｡

ばら物ヤードの荷役機械としては,日立製作所が昭和35年に実

用化したショベルホイール式の連続横取法を採用したヒタクレー

マが,従来のバケット付橋形クレーンにとって代わった｡現在新

設されるばら物ヤード設備はスタッカとの組合せなどにより,こ
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の形式のものが独占する状態となっている｡これは荷役作業が連

続的であるために,容量の大きい割合に設備費が安いためである｡

さらに最近ではスタッカおよぴリクレーマに自動運転が採用さ

れ,省力と横付,採取の均一化に効果をあげている｡これはさら

に石炭や鉄鉱石のブレンディソグ(調合)の自動化につながるわけ

である｡

次に雑貨荷役の面では,最近の海上コンテナ･システムの発展

に伴う新しい荷役設備に注目したい｡大形コンテナによる貨物の

海上輸送は,昭和41iF以来アメリカを中心として急速に普及しつ

つあり,世界各地の港湾にコンテナ･ターミナルの建設が進めら

れている｡これらのターミナルにおけるふ頭荷役時間を短縮し,

船舶の輸送効率を高めるためには,橋形クレーン形式のコンテナ･

クレーソが不可欠である｡この種のクレーンについて,口立製作

所ほ短期間に本場のアメリカ向け輸㌻Hを含めて多くの実績をあげ

た｡これらの中にはコンテナ杭み降ろしを主目的とし,さらにそ

の他の雑貨,重量物,ばら物なども扱うことのできる多能クレ【

ンも含まれている｡

交流クレーンの制御方式はサイリスタやリアクタ方式,無接点

化の方向に進んでおり,円滑な速度制御と高ひん度に耐えるもの

iこ進歩している｡また無線操縦については,昭和35年に自社組立

工場の天井クレーン用として完成以来,大小クレーン30台余の使

用実績を持っている｡

油圧装置は当初は走行用のブレーキのみに適用されたものが,

逐次適用範囲を拡大して,ふ頭クレーンやヒタクレーマなどの各

種の動作に採用され,運転性能の向上と機構の簡素化に役だって

いる｡

以上のようなクレーンに関する技術の進歩は国際的にも高く評

価されて,先進国に対する技術輸出の面でもすでに相当の成果を

あげており,イギリス,アメリカ,オーストラリアなどに対して,

転炉用レードルクレーン,アンローダ,ヒタクレーマなどの技術

供与が行なわれている｡

クレーン製作上の残された問題としては,実働荷重の予測と,

それに基づく疲労強度を考慮しての合理的設計という課題があ

る｡実働荷重の測定法と応力波形合成法の開発および"疲れ被害

法則”の究明により,各種クレーンの実働荷重に基づく疲れ強度

設計が可能となり,クレーンのいっそうの軽量化が可能となって

釆た｡これが実施に当たっては法規の一部改正も必要になるもの

と思う｡後掲の論文はその目的の研究経過の報告である｡

最後に空気輸送のことにふれておこう｡乾燥した粉粒体の近距

離輸送にはパイプによる空支も輸送方式が機械的コンベヤに代わっ

てかなり広く使用されるようになった｡日立製作所が昭和25年セ

メント輸送用として双胴フラクソ一式第1号空気輸送機を完成し

て以来,戦後の急速な復興による需要の増加に伴い,この種の装

置の需要も着実な伸びを示し,今日までに輸出向十数件を含めて

700台以上を完成し,取扱い物の種類も60余種に及んでいる｡

近年産業規模の拡大に伴い,1台当たりの輸送能力は大形化の

傾向にある｡特に船舶によるばら積穀物の荷揚用として大容量ニ

ューマチック･アンローダの建設が盛んである｡また石油化学工

業においては,その構成や品質管理の面から空気輸送棟が絶対的

に賞用されている｡なお,昭和41年には西ドイツブ∫ティス社の技

術を導入したl]立=ガティス空気輸送機が完成し,いっそう効率の

よい輸送が可能となり,空気輸送機の応用分野はさらに拡大され

つつある｡このように空気輸送棟はクレーンと並んで産業界の

荷役の合理化,ひいては生産の合理化に大きく寄与しているので

ある｡

建 設 わが国の建設工事は戦前は土木建築工事(あるいは土

建工事)と呼ばれていたが,戦後アメリカ軍払下げ建設機械によ

る国土復興工事や,アメリカ製重機械群による佐久間ダム建設工

事などに刺激されてその機械化が大いに促進された｡

現在では建設機械の年産額は2,500倍円に達し,量的にはヨー

ロッパの各主要国を追抜くに至った｡

一方,工事の性格ほダム建設に代表される重掘削rF業から,現

在の主流はハイウェイ建設,ビル建設など都市周辺の工事へと移

って来ている｡

日立製作所においてほ戦前には受注生産形式による大形電気シ

ョベルや,ラダー エキスカベータの製作経験があったとはいえ,

近代的な見込生産方式での建設機械生産ほ同業数社と同じく,戦

後の昭和24年に始まった.｡特に同年に完成したUO5形パワーシ

ョベルは,クレーン製作技術と戦車製作技術を背景として,当時と

してほ卓越した開発思想のもとで製作されたものであり,1年後

にUO6にモデルチェンジされ,その後UlO6となって建設業界

の絶対的信桁を得て今日に至っている｡とりわけ歯車および軸系

統にこの種の機械でR本で最初に高周波表面焼入を実施しノ,今日

の高周波焼入時代の先鞭をつけたことは特筆に値する｡

一方,その際動機であるディーゼル･エンジンは昭和7年に亀

戸工場で大形自動車用として開発され,終戦とともに生産を止め

ていたが,戦後昭和34年に建設機械用B形エンジンとして生産を

再開し,エンジンの全所要量の大半を自家生産している｡

現在の建設用重機械の主要機種はパワーショベル,トラック･

クレーン,ブルドーザおよびトラクタ･ショベルであるが,パワ

ーショベルほ業界首位の座を保っており,トラクタ系はそのがん

じょうな足まわりに定評を得ている｡

また最近10年間に急激に発達した油圧機器工業に呼応して開

発した油圧式パワーショベルは,日立製作所の独創品として外国

との技術提携による他社製品と優勢に競合中である｡他方,小形

トラクタ部門でほ,アメリカのジョン･ディア社と昭和38年に技

術提携し,需要の開拓に努めている｡

建設機械の輸出はその率においては今一歩の段階であるが,海

外ルートセールス網を強化中で,すでに東南アジア,カナダ,南

アフリカ,オーストラリアに多数のブルドーザとパワーショベル

を輸出している｡またオランダには技術供与形,アメリカには国

際分業形の国際事業を開始している｡

最後に建設機械の今後の動向の一端を予見すると,まづ,熟練

運転手の不足時代に対処するためのイージーオペレーション構造

に始まり,プログラム運転あるいは,自動運転化が行なわれる一

方,省力用小形機の普及,また人力では不可能な工事を可能とす

る地中および海底作業用機種の開発など,今後における建設機械

の飛躍的発展は期してまつべきものがある｡
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サイリ ス タ式電気車の 開発
Development ofThyristorLocomotives and Motor-train Sets

伊 沢 省
SheljiIzawa

要 旨

電気卓の主[可路にサイリスタを導入することは,まず交流車両によって口火が切られた｡昭和40年納入され

たED77901(旧ED931)交流棟関串およびその量産機によって実用にはいり,その後インバータ回生ブレーキ

を付加したED78が量産されるにおよび一つの時期を画したと言える｡このサイリスタ応用技術ほ直流電気

車にも適用されて,チョッパ制御が実用にはいる段階も近い｡

本稿ほこれらの発展の路をたどり,その概要を紹介するものである｡

くう′ごシタグラフ

1.開発の背景

1.1従来の交流電気車の制御

わが国の第1号機,交流機関車のED901(旧ED441)が昭和30年

に製作されて以来,多くの交流僚閑車や電車が開発されたが,サイリ

スタ方式が開発される以前は,いずれも主変圧器のタップを切り換

えるいわゆるタップ切換によって電圧制御を行なった｡このタップ

切換器はいずれも負荷時タップ切り換えの遮断器を有しており,こ

の遮断器の動作ひん度が,車両の宿命として極度に高いことが技術

的な問題であった｡すなわち交流機関車のタップ切換ひん度は1個

月iこ約10万回,新幹線電車にあってほ同じく1個月に20万回以上

iこ及ぶことが推定され,このため切換遮断器の構造や,材質に多く

の研究改良が加えられたが,やはり車両において最も保守を要する

部分の一つであることに変わりはなかった｡

以上のタップ切換器の欠点をなくすために開発されたのが,無電

弧タップ切換方式であり,昭和38年,常磐線,東北線に投入された

ED75形交流放関車にはじめて採用された｡この主回路方式は図1

に示すように切換開閉器(図中のTlおよぴT2)は存在するが,約

100V,2,400Aを制御可能な大容量磁気増幅器を依って無電弧切換

を可能にしたものである｡しかしこれをさらに一歩進めて,機械的

動作部分をなくしてタップ切換器のまわりの保守を極小にすること

が,サイリスタを主回路に導入する第一の目標であった｡そしてこ

れを可能にしたのが次節で述べる高耐圧大電流サイリスタの実現で

あった.｡

1.2 サイリスク素子の開発

1.2.1高耐電圧化

電力用部品として,サイリスタ素子に第一に要求されたものは

耐電圧矧生の向上であり,その理由は

(a)装置の経済性の向上

(b)直列接続における保護協調上の要求と総合后麻度の向上

(c)装置の小形化と能率向上

がおもな因子であった｡このため多くの改良が加えられ,現在は

2,500V級素子が量産され実用されている｡

1.2.2 大 電 流 化

サイリスタ素子の大電流化ほ上記の高耐圧化とともに,構成素

子数の低掛こ伴う大きな利益をもたらす｡一般に電流を規制する

ものは素子の接合温度であり,接合温度を決定するものほ発生損

失と,これによる熱を排除する効率を示す熱抵抗である｡従来は

大電流素子を得る手段として主として発生損失の低減が行なわれ

たが,最近の傾向としては熱抵抗の低減をねらう改良が行なわれ

ている｡図2に従来のスタッド形とともに,熱抵抗の低減を図っ

た最近のユニットセル形を示した｡前者では熱の流れは大部分下

日立製作所水戸工場
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図1ED75形交流棟閑串主回路方式

一*

図2 サイリスタ素子

方に接続される冷却フィンを通して流出するが,後者ではほぼ接

合体の両側に2分されてフィンに導かれ,このため同一の接合体

でも電流容量を2倍程度に向上させることが可能となった｡

l.2.3 高 速 化

サイリスタの応用領域が,交流車両のみでなく直流車両のチョ

ッパやインバータに及ぶにつれて,素子のスイッチング特性カ;大

きな問題としてクローズアップしてきた｡

(1)ターンオン特性

サイリスタがターンオンする場合,■下記の特性が問題である｡

(a)ターンオンするときの電力損失で素子が破損しないこと｡

(b)ターンオンする時間が素子間で一定の範囲にあること｡

このためターンオン時の動作のひろがり速度を大きくし,損失

耐量をあげる方法としてFIゲートと呼ばれる特殊な構造をNE

層に採用して効果をあげた(l)(2)｡

(2)ターンオフ特性

インバータやチョッパでほ,その運転周波数をあげることが装

置全体の価格や重量の低減に有効であり,使用素子のターンオフ

時間を切りつめることが問題となってきた｡しかし高耐圧化とタ

ーンオフ時間の短縮は,現在の技術では相反する要求であり,

ターンオフ時間(丁｡ff)∝耐電圧(Ⅴ)7/3

の関係がある｡このためライフタイム･キラーのドーピング技術
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に努力が集中され,現在では1,300V級素子でターンオフ時間を､

従来の1/4程度の50/∠Sに短節することに成功している｡,

2.交流電気車

昭和39年12月,ED751ぢヰに七磁気増幅諸賢をサイリスタで臣

換した無電弧タップ切換器をとう載し,常磐線で行なわれた性能試

験およぴその後約1年間の長期試験において,すぐれた成績をおさ

めることができた｡そこでサイリスタの工回路要素としての†言析が

確認され,ED75と同じ性能を持つサイリスタ式交流棟関車が計匝i

された｡これが口立製作所が製作納入した試作機関申ED77901(旧

ED931)号卓であり,わが国最初のサイリスタ式電気申である亡

なお日立製作所ほ引き続き電力回牛ブレーキ付サイリスタ式交流

機関車ED78901(旧ED941)号車を製作納入し,ここにサイリスタ

電気車の技術は高度な発達をとげたし

2.1ED77形交流棟開幸

昭和40年納入されたED77901号申しヨノを人⊆本として,磐越西線朋

ED77形交流機関車が量産され,日獅口42年納入された｡.図3はこ

の機関車の主回路方式を示すもので,主変圧器二次側に本機関車♂〕

特技がある｡すなわち主変圧器二次巻線は4ユニットに分割され,

このおのおのに逆並列接続のサイリスタとブリッジ結線の主シりこヱ

ン整流装置が接続され,直流側は4ユニットを直列接続してある(4)｡､

主変取器二次側を4分割した理由は,

(a)高調波含有率を下げ,通信誘導障害を少なくする｡

(b)主電動機回路の電流の脈流率を下げる｡

(c)力率の低下を押える｡

(d)1ユニット当たりのサイリスタ直列個数を1とする｡

などである｡

2.2 ED78およびEF71形交流機関車

昭和43年9月に交流電化された奥羽本線鼠島一米沢問の33‰の

急こう配区間における抑速ブレーキとして交流の電力回生ブレーキ

が必要となり,昭和42年電力回生ブレーキ付交流機関車ED78901

が試作された(5)｡その結果に基づきED78およびEF71形交流棟閑

車が量産され,昭和43年奥羽線および仙U+線に投入された｡図4

ほED78の外観,図5はその主回路で,主変圧器二次側は前記ED77

と同じく4分割され,各巻線にサイリスタブリッジが接続されて,

.く′くj
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B｡2
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図5 ED78形交流機関車主回路方式
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L喝6 新幹線試験電車主回路方式

卜11乍ブレーキ時にはインノミータとして運転される｡

2.3 新幹線試験電車

l-1本l司有鉄道においては現在の新幹線電卓のモデルチェソンを検

討するため昭和43年度に試験中2両(1ユニット)を製作するれ

この主回路にもサイリスタ制御か大幅に梓川されている｡

図dに試験電申の主回路方式を示す｡力行時の電圧制御はサイリ

スタとダイオーードの混合ブリッジを4段積み_重ねて順次位相制御す

ることにより行なわれる｡

電気ブレーキほ,粘着限界い/,ばいのブレーキカを得るために,

サイリスク･チョッパを採用L,ステップレスの発電ブレーキ制御

を行なっている〔､このチョッパの制御方式では発電ブレーキ抵抗器

の一区分に並列にチョッパを接続し,ほかの抵抗区分を接触器で短

絡するたびにくり返し′チョッ/ミを動作させる,いわゆる/ミーニアて刷

御方式をと一､て,チョッパの容量を低減Lているr二,

この試験電卓用として昭和43年度,口立製作所は力行サイリスタ

生笠程およびブレーキチョッパ装置を製作したが,サイリスタおよび

ダイオードはいずれもユニットセル形で,サイリスタには力行用は

2,500V,400A素了せ,またブレーキ用チョッパにほ1,300V,400A,

ターンオフ時間50/Jsの素子を使用している｡なおこのチョッパ装

掛こは耐雪の点から油冷構造を採用している｡

2.4 711系交流電車およびED7る形交流機関車

昭和43年北海道小樽一滝川間が電化されたのを機に,711系電申

とED76形交流棟関辛が投入された｡前者はED77形交流機関車あ

るいほ新幹線試験電申と同様の電圧制御方式であるが,後者はさき

にED751号卓で長期試験を行なったサイリスタ式無電弧タップ切

換と同様の方式である｡

3.直流電気車

3.1電力回生ブレーキ付チョッパ制御装置

帝都高速蛙交通営団(以下営団)では電力回牛ブレーキ付チョッパ
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図7 電力回生ブレーキ付チョッパ制御直流電車主回路ツナキ

図8 チ ョ ッ
パ 装置

制御装置の現車試験を昭和41年5月に行ない,つづいて昭和43年

試作電車1編成が製作された｡

この試作電車の主回路ほ図7に示すようiこ,誘導障害軽減のため

の電源フィルタLF,CFが設けられている｡またチョッパ基本回路

を2回路持ち,互いに180度の位相差を持たせて動作させることに

より,電源側より見た運転周波数を高め,フィルタの小形化と主電

動機電流の脈流率の低下をねらっている｡

図8はチョッパ装置の外観を,図9ほ現車試験のオシログラムの

一例であり,直流1,500Vの高圧でかつ電力回生ブレーキ付と言う

点で世界最初の装置である｡また図10は同時に行なわれた空転再

粘着試験のオシログラムであり,サイリスタ制御の速応性を利用す

ることにより,従来の抵抗制御方式による直流電車に見られないす

ぐれた再粘着特性が得られることが証明された｡

3･2 複巷電動機他励界磁用チョッパ制御装置

従来抵抗制御方式の直流電車の電力回生ブレーキを行なう場合に

は,主電動機として復巻電動機を用い,他助罪磁回路にほ直列抵抗

器をそう入し,この抵抗をカム軸制御器(以下界磁制御器という)で

加減することにより他励界磁電流を制御していた｡しかし界磁制御

器は動作ひん度が大きいため保守に手数を要し,またカム軸制御器

であるため応答速度がおそいと言う欠点があった｡この界磁制御器

をサイリスタ･チョッパで置換することにより,保守が容易になる

ばかりでなく,ここでもチョッパの持つ大きい応答速度を利用して

回生ブレーキ時の並直列切換をスムーズに行なうことができ,さら

に新しい制御方式を可能とした｡すなわち他励界磁を力行時にも使

用し,複巻電動機を用いて直巻電動機の特性を得ることにより,従

来の直巻界磁回路に存在した誘導分路,弱界磁抵抗器および弱界磁

接触器を一掃し,高速域における走速運転も容易になった｡

図11は複巻電動機の他励界磁電流を電機子電流に比例するよう

に制御して直巻特性を得た東京急行電鉄･田園都市線における現車

試験オシログラムである｡

4.海外の情勢

4･】電気機関車

電気機関車に対するサイリスタの導入ほ文献から見る限り,スエ

ーデソが最も活発で,日本とほぼl時を同じくして量産を開始してお

り,ドイツ,フランス,ソ連などもまた注目すべき試作梯を発表し

ている｡

電

寵

図9 チョッ/叫こよる電力回生ブレーキ試験
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図10 チョッパによる空転再粘着試験

叩吸

図11他励界磁チョッパ装置による力行制御試験

4･】･1スエーテンの情勢(7)

スエーデン国鉄ではASEA社が1962年製作したRblNo.1001

号車を1965年に至り回生ブレーキ付サイリスタ方式に改造し一

連の試験を実施した｡その結果1時間定格3,600kWのRc形機

関車60両がASEAを主契約者として発注され,その最初の20両

ロットの1号棟が1967年納入された｡主回路方式は主変圧器二

次側を3分割したサイリスタ混合ブリッジで,界磁ほ主変圧器よ

りサイリスタを介して他励されているが,回生ブレーキは搾用さ

れていない｡なおASEAはルーーマニアに輸出した38両のシリコ

ン整流器式校閲車中の1両(060-EI∋形)を上記Rc形と同様の方

法で1967年に輸出している｡

ム1.2 ドイツの情勢

サイリスタ･チョッパについてほ最も早くから蓄電池式機関車

iこ応用した実績があるが,その後DC600V,300kWの直流機関

部こ実施例を見る程度である(8)｡その代わり交流あるいは多電流

機関車に対する応用は后極的で,1965年,ラインの炭鉱に納入し

た140t,3,720kWの電力回生ブレーキ付交流機関車4両の製作

が発表され(9),引き続いてドイツ国鉄ほ1966年から67年にかけ

て,TransEuropeExpress(T,E.E.)列車けん引用にE410形4

電流機関車5両を試作した(10)｡電気部分ほA.E.G.が3両分を,

B･B･C･が2両分を製作したが,A.E.G.製の主回路方式が図12

である｡交流区間ではサイリスクの位相制御によることは,わが

国のED77などと同様であるが,注目すべきは直流区間において,

DC3kV,1･5kVいずれにおいてもサイリスタ･インバータによ

り交流100Hzを発生し,主変圧器二次側以下の回路は交流区間

と同じ動作を行う点である｡B.B.C.製ほ直流区間でほ従来の抵

抗制御によっている｡一方上記と時期を同じくして,ドイツーフ

ランス間の通し運転のため,サイリスタ式2電流枚閑申E310形

4両がA･E･G･の電気品により製作された｡4両中2両ほ発電ブ

レーキを,残F)2両は回生ブレーキを採用Lている｡

4･1.3 フランスの情勢

最近,交直両用機関車CC21000形において,交流区間でほサ
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表1BARTD試験車電気方式(1966年)

＼＼＼一里竺空IA 卓 B 革 C 車

電 気 方 式

手
回
路
方
式

力 行

`正気

フレーキ

3相AC
4,160V,60H之

サイリスタ位相制御に

よる直流匝巻モータ

DCl,000V

サイリスタ･チョ ッパ

による直流直巻モータ

う十イリスタ･チ

3相AC
4,160V,60Hz

サイリスタ･イン

バータによる6相
誘導電動機

リスタ･チョッパけイリスタ･インバー

による発電プレ〉キ】タによる回生プレ【キ

主電動枚容量

(連続定格)
300HPx2台 150HPx4台

電気メ ーカー
Westingbouse

Electric

Westingbouse

Electric

150HPx4台

Garrett

イリスタ混合ブリッジによる位相制御を行なうことが発表された

が,運転にほいったのは1968年秋のはずである(11)(12)｡

4.1.4 イタリアの情勢

イタリア国鉄が1時間定格3,420kWの3,000V直流機関車

E444の5両中1両のみにチョッパを試験的に採用L,製作中で

ある旨1968年に発表した｡

4.1.5 ソ 連の情勢

量産形交流機関BJI80K車の棟械部分を利用して,1時間定格

5,000kWのサイリスタモータ式交流機関車BJI80Bを試作した

ことが最近発表された(13)｡同期機のような構造を持つ主電動機

を使用し,界磁は主変圧器三次巻線よりサイリスタを介して他励

されているが,電圧制御はタップ切換器によっている｡

4.2 電 車

4.2.1 ス エ
ー デ ン

交流電車に対するサイリスタ導入はスエーデン国鉄が最も早

く,1964年の現車試験を経てストックホルム近郊用として,MT

編成を1ユニットとする電車90ユニット(Ⅹ1形式)をASEAに

発注した｡この電車ほ1967年以来納入されており,主回路は主

電動機が2台直列であるほかほ前記Rc形機関車と同じである｡

4.2.2 ア メ リ カ

1965年,サンフランシスコ湾地区高速鉄道(BARTD)が試験線

を建設し,各種試験車を走行させて量産形式を決定する試験を開

始したとき,非常に積極的な方式が登場した｡表1ほBARTDに

こねける3両の試験車にとう載された電気方式の一覧表で,1年以

上の試験の結果,量産形式はB串のチョッパ方式に決定された｡

またC車のGarrettの方式は,おそらく現時点での経済性その他

の理由で量産形式に採用されなかったものと考えられるが12,000

rpmの油冷6相誘導電動機をサイリスタ･インバータで駆動する

もので,遊星歯車を使用した減速機構とともに,アメリカのこの

方面の実力をうかがわせるに足るものであろう｡

4.2.3 ド イ ツ

ドイツ国鉄はサイリスタ式電力回生ブレーキ付交流電車ET45･

01の試作を発表した(14)(15)｡主変圧器二次巻線ほ二分割方式で,

E310機関車と同じく界磁には他励方式を採用しており,電気品

ほSiemens製である｡

5.今後の課題と発展

5.1今後の課題

サイリスタ式電気車の今後の課題はコストと誘導障害の問題をい

かに克服するかにあると考えられる｡コストの問題はさておくとし

て,狭い国土において,鉄道と通信回線が平行して走る場合の多い

わが国では,誘導障害対策は外国におけるよりも重要な意味を持っ

ている｡現在においても■ED78に採用された非対称制御と呼ばれる

特殊なゲート制御方式や,車上に設置したフィルタにより一応の成

果が得られているが,今後さらに誘導障害を軽減する回路方式とフ

ィルタの研究により,車上装置の簡素化が必要と考えられる｡

5.2 今後の発展

現在までの開発過程をふり返ると,整流子付直流電動機を使用す

る限りにおいては,方式の開発はほぼ一段階を画したものと考えら

れる｡したがって今後の技術的発展は,無整流子電動棟をサイリス

タというすぐれた制御素子を使って,いかにして電気車の主回路に

導入するかに集約されてくるであろう｡そしてその開発速度を決定

するものは,それを必要とする社会の経済的評価であり,ひいてほ

将来の輸送機関としての電気単に対する社会的評価であろう｡

無整流子電動機としてほサイリスタモータや誘導電動機,さらに

はその変形としてのリニアモータが考えられる｡

d.緯 口

以上,わが国のサイリスタ電気車の発展の跡と海外の情勢を検討

し,今後の方向を探ったが,結論として

(1)わが国の電気串へのサイリスタ応用は交流電気車にはじま

り,直流電気車に及んでいるが,いずれの面においても現

状ほ世界の第一線をゆくものと言って差しつかえない｡

(2)このようにサイリスタ電気車が従来の電気車によって代わ

りつつあるのは,サイリスタを用いた無接点制御によって,

保守費が低減されるという利点のはかに,小さな制御入力

で速応性にすぐれ,かつ連続的に制御可能なサイリスタの

すぐれた制御性能(Controllability)に基づくものである｡

この点は将来,車両の自動運転が広く導入さjtる時代には

さらに威力を発揮するであろう｡

(3)サイリスタ電気車の開発ほ,今後研究すべき問題ほ残るに

しても,現在までの段階で一応の定形化を終わり,今後ほ

無整流子電動機の応用に向かって努力が集約されてゆくで

あろう｡そして現在までの多くの成果も,この長い一連の

過程の中で評価されるべきものと考える｡

崩後にサイリスタ電気申の開発に当たって,ご指導を賜わった,

日本国有鉄道,帝都高速度交通営団および東京急行電鉄株式会社の

各位に厚く謝意を表する次第である｡
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超高層ビル用高速エレベータの展望
AViewofHighSpeedElevatorsforMulti-StOried Building

犬 塚 蹟* 宮 尾 英 夫*
IsaoInuzuka Hideo Miyao

早 瀬 俊一郎**
Shun'icbir∂Hayase

要 旨

超高層ビルでは高速エレベータ群の効率的な運転がビルの機能上最も重要な問題となるから,超高層化計画

に際して,従来の十数階程度のビルに比べてさらに高性能,高信頼度化が必要である｡特に300m/min以上

の高速エレベータでは速度制御,振動,騒音,安全性のはか全自動群管理に関する諸問題が150m/min程度

のエレベータに比べて飛躍的に増加するので,これらの諸問題を克服するた捌こほ種々の新技術の開発が必要

である｡日立製作所ではエレベータ研究塔において,すでに540m/min級への高速化について研究推進中で

あるが,本稿でほ霞が関ビル納300m/min高速エレベータ群の成果を主体に,主として制御性能について述

べ,さらに超高層ビル用高速エレベータに関する将来への展望について言及した｡

1.緒 口

昭和43年4月,霞が関ビルの開館とともに,多年の懸案であっ

たビルの超高層化計画もいよいよ本格的な発展段階に移行し,わが

国の都市再開発に対して正に新紀元を画したというべきである｡

超高層ビルの中枢的な機能を果たす高速エレベータ群は,その計

画,性能,運用などがビル管理上の経済性や機能上の効率に関して

重要な役割を演ずることになる｡特に収容人口の飛躍的な増大,昇

降行程の増加などによって全自動群管理棟能の重要性もますます高

まることは明らかである｡また,エレベータの性能の面では,まず

高速化が最大の問題になるが,これに伴って速度制御,振動,騒

音,安全性などに関する新技術の開発が必要である｡従来はビル

の規模や建築上の経済性などから150m/min程度の定格速度が望

ましい速度として選定されてきた｡しかし,超高層ビルでほ高階層

グループと低階層グループ間の輸送能力やサービス状態をはぼ均等

化する必要があるから,高階層グループの高速エレベータほ急行区

間に応じた高速化,すなわち300～500m/min級への高速化が必要

になる｡

日立製作所ほ超高層ビル用高速エレベータに関する技術革新を図

るため,エレベータ研究塔,専用シミュレータ,信板度試験室など

の研究設備を駆使して高速化の研究を推進してきた｡また,わが国

に地震が多いことやビル内外の交通需要,ビル管理上の問題など外

国と違った国情をじゅうぶん織り込むことにも留意してきた｡今

回,后呈カ;関ビルに300m/minを含め合計17台の高速エレベータ群

を納入したが,これらほ柔構造化した超高層ビル向けの高速エレベ

ータとして,日立製作所が独自の技術で新枚軸を生み出したもので

ある｡本稿では,これらの成果を取りまとめて高速化に伴う制御性

能について述べ,さらに将来の高速エレベータに関する展望を行な

ってみた｡

2.高速化と速度特性

2.1制 御 目 標

エレベータの制御上必要な性能は,乗心地がよく,着床誤差が少

なく,しかも目的階までの運転時問が短いことである｡高速エレベ

ータの制御目標も従来のエレベータと本質的に相違するものではな

いから,表1に示すとおり従来の目標と同等以上にこれらを設定し

た｡高速エレベータでは高速化や高行程化に伴ってこれらの性能を

さまたげる種々の外乱要囚が増加するから,絶えず安定した性能を

*
日立製作所水戸工場

**

口立製作所日立研究所

!■l事■柑I■

≠■脚汝#一重

図1 霞 が 関 ビ ル 全 景

表1 速度年寺性の目標値

項 n L 【1 標 値

起 動 時 の 加 速 度

停 止 時 の 減 速 度

加,滴速時の加減速虔

加,減速時の加減速度変化率

着 床三 誤 差

0.01g

O.01g

O.15g

l.5皿/s3

±5mm

(汀)g:9.8m/s2

維持するためには設計上種々のくふうが必要である｡

エレベータの乗心地ほ加速度と加速度変化率であらわされるが,

運転時間を短くし,かつ乗客に不快な重圧感や浮上感を与えること

なく適度の速度感を与えるために,事務所ビル用では0.15g程度の

加減速度,1.5m/s3程度の加速度変化率をもたせ,台形波加速度特性

とすることが理想的である｡起動および停止時の加減速度は0.03g

以下であれば人体にほとんど感じない程度であるが,超高層ビル用

エレベータでほロープが長くなりかごが上下払動を発生しやすくな

るので,目標値をさらに小さくし0.01g以下とする必要がある｡

図2は台形波加速度特性をもつ理想速度■特性を階床運転ごとに示

したもので,実効速度を高めるために走行距離亡･こ応じて絶えず最適

ー28-
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図4 速度制御方式のブロックダイアグラム

の速度を自動的に選択し運転効率を高めている｡本国では,階床運

転ごとの｢川調速度を30m/minごとに区分したものを例示したが,

これは加速度の最大値および階床間隔に応じて設計上任意に選定す

ることができる｡

着床精度の向上は乗客の出入りを円滑にし,エレベータの運転効

率を向上するうえに重安な要素となるから,経年変化を含めて絶え

ず±5mm以‾Fの精密着床が必要となる｡また,超高層ビルでほ高

行程であるから下層階ではかご内の負荷変化によりロープの伸縮が

起こり,停止中にもかごの床面が_L下するので,ロープの伸縮を検

出して微速度で自動的に補正することも必安になる｡

2.2 制御系と制御枚器

図3はエレベータ制御系に対する外乱およびその影幣をブロック

図化したもので,多種多様のP]子が相_々二に関連をもってエレベータ

の性能に影響を与えることを示している｡超高層ビル用エレベータ

では,高速化によって速度制御範囲が500～1,000‥1となるためこ

れらの外乱の影響度も当然増加する｡また,輸送力強化のためかご

の積載量を従来のエレベータに比べて増加するのが一般である｡し

たがって,制御系の比こ芥を早くして外乱の影響を少なくし,前項に

述べた目標を常に安定に維持し高効率の運転特性を実現するために

ほ,エレベータ制御系に適合した独特の帰還砧り御が必要である｡

図4ほ速度制御方式のブロックダイアグラムである｡速度指令装

置ほ台形波加速度特性を+占準として病質増幅掛こよりきわめて円滑

な加速指令を与える｡減速指ノ糾･こはさらに位酎旨令,たとえばフロ

アコントローラや着床前の連続位置検出彗笠置などによって基準値と

の速度偏差を検出して速度指令を自動的に祁正する｡これは,回転

機の負荷変仙こよる電機子反作札刷丁電圧降下や運転履歴による

速度変動などのほか,演算増幅器や位琵倹f-l-1装置など,制御安素

に対する外乱影響が複雑に関連して着りミ精度のばらつきが人きくな

るからである｡一方,変動内子を最少限に縮減する品眉管理,日立

図5 サイリスタ増幅器

独特の変動要困に対する自動補正や速度帰還方式を開発し,制御要

素の主要部分をすべてエレクトロニクス化して,負荷変化電凪

温度などの外乱に対しても絶えず安定した速度特性を与えソフトな

停止と精密着床の両者を満足できるよう考慮した｡また,超高層ビ

ルにおける運転条件は従来のビル以上に過酷になるから,温度上昇

や経年的な特性変化に対して設計上の考慮をはらっている｡エレベ

ータ制御にこわいては,定常的な速度変動のみならず速度過渡応答の

変動およびその応答速度が高精度の速度特性をうるための重要な要

素となる｡図4の制御系は,増幅器,発電機,電動機などの時定数

を含む多次系であるから,系の安定化のために適切なダンピソグ条

件を選定する必要があるが,ダンピング条件の良否ほ制御性を左右

することにもなるから,日立製作所はエレベータシミュレータを使

用し,予測される外乱条件を導入Lたうえで最適制御条件を選定し

ている｡

このような帰還制御の効果により速度制御範囲の拡大した高速エ

レベータにおいても精密で｢j滑な速度特性で運転できるとともに,

微速度(0.5m/min以下ゼロ速度まで)の制御を安定して行なってい

るた軌起動,停止を含めて常に乗心地をよくすることができる｡

また,回転機のもつ変動因子も高い制御性により神髄されるので,

小形化,経済性の向上が図られるはか,過酷な運転条件でも安定L

た特性が維持できる｡

2.3 速 度 特 性

霞が関ビルに納入した300m/minギャレスエレベータの速度特

性について種々の観点から考察してみる｡

図占は負荷を変化した場合の速度過渡応芥を示Lたもので,適切

な回路妊数の と帰還制御の効果によってほとんど負荷影軍陣受

けていない｡図7は300m/minで走行した場合のオシログラム,

図8は負荷および階j大運転を変化した場合の着床誹差を示したもの

である｡これらほ,いずJtも表1に示Lた制御目標を満足し,かつ
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図7 300m/minエレベータ･オシログラム

加減速産も目標どおりの台形波加速度特性を示している(1)｡

3･かごの振動と騒音

図9は横振動と乗心地の関係を示したものである｡人体が振動を

感知する限界には若干の個人差もあるが,エレベータでは,かごの

密室性,縦方向移動への不安感なども考慮しなければならないので,

制御目標は5Gal以下とする必要がある｡参考のためこの値を鉄道

車両と比較してみると,車両の乗心地基準で最もよいとされている

値の%～端である｡また,エレベータの横振動の主成分ほ3c.p.s.

以下でありその他の成分は人体が感知できないほど微量である｡

かごの横振動を発生する要因は,ガイドレールの真直度,ロープ,

テールコードの振妻臥 かご周囲の空気圧変化などである｡かごはレ

ールに沿ってガイドローラに支持されて昇降するので,横振動のは

とんどほガイドローラを介して伝達される｡したがって,ガイドロ

ーラの構造,ガイドレールの加工,据付法,かごの防振構造が目標

を達成するための重要な課題となる｡日立製作所でほ,ローラの支

持構造,支持ノミネのバネ定数,ゴムタイヤの形状,硬度など総合的

な試作研究を行ない,独特の防振形ガイドローラを開発した｡また

ガイドレールの真直度は特に影響が大きいので特殊の加工法を適用

し,きわめて高精度のレールを得るとともに,据付のためのレール

クリップ,ブラケットの構造や据付精度にも細心の注意をはらい,

図10に示すように良好な結果を得た｡

エレベータは狭い昇降路をピストン走行するため,高速になると

かご上下の空気圧差が増大し,かごと昇降路のすき間を流れる空気

は乱流域にはいる｡特に,かごが昇降路の出入口部を通過する場合

には空気抵抗が急激に変化するため,断続的な風音を発生すること

も考えられる｡したがって,走行中のかご内の騒音を低減するため

に,かご周囲の構造を渦流の発生しがたい構造とし,かご前面には

流路抵抗の変化を小さくするよう特別の配慮を行なっている｡

霞が関ビル納300In/minエレベータでは,エレベータ研究塔に

おける研究成果をもとに高速用として新たなかご構造としたため,

かご内の騒音は55ホーン以下となり従来のエレベータと同等程度

に静粛な運転を実現することができた｡

▲戦 +二昇進転

長

200 400 600

1培
ギ｡

800 1,000 1,200 1

亀

下降運転
●:1柑横道転,○:2階床運転,×:硝床運転,△:9階床運転

図8 300m/minエレベータの着床特性
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図10 300m/minエレベータの横振動オシログラム

4.高速化と安全性

4.1非常止め装置と緩衝器(2)

非常時に際してかごを安全,確実に停止させるための装置は従来

にもまして信顔度の高いものとする必要がある｡高速エレベータで

はフレキシブルガイドクランプ式非常止め装置を用い,調速機によ

る過速度検出から非常止めが動作するまでの遅れ時間をきわめて短

くし,かつレール把捉(はあく)力が制動中はぼ一定となるようにし

ている○ したがって,乗客に急激なショックを与えることもなく,

短距離で確実にかごを停止させることができる｡また,非常止め装

置が動作するエレベータ速度は,従来のエレベータ(150m/min)で

ほ定格速度の140%以内に設定していたが,高速エレベータでは安

全性を高めるため120%以内に設定してある｡このため,調速楼も

高精度が必要となり,設計上特別の考慮がほらわれている｡

緩衝器は,かごの平均減速度を1g以下とするよう規定されてい

る｡緩衝器のストロークは速度の2乗に比例した長さが必要である

から,高速化によって緩衝器寸法ほ急激に増大し,非常に深いピッ

トが必要となる｡このため,次項で説明する端階強制減速装置を設

ー30-
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図11540m/minエレベータ速度特性

け,ストロークの短い緩衝器を使用している｡これらの安全装置は

研究塔においてじゅうぷんな試験を行ない,動作の確実性を確かめ

てある｡

ム2 端階強制減速装置

高速エレベータはその速度にみあったストロークをもつ緩衝器を

使用すると,ピットが深くなり建築上非常に不経済である｡したが

って,かごが緩衝器に衝突する以前にあらかじめ強制的にかご速度

を減速し,短いストロークの緩衝器でじゅうぶん安全な緩衝作用が

行なわれるよう端階墟制減速装置を開発した｡従来,端階における

減速装置は正副2重に設けられ,正規の減速装置を故意に殺した場

合にも第2の減速装置が動rFし,端階床面にじゅうぶん着床できる

よう考慮されているが,本装置は高速エレベータの安全性をさらに

高めるために,これら正副二つの減速装置を同時に不動作にした過

酷な条件においても,異常速度で端階床に近づいたことを調速楼で

自動的に検出し,電動機に機械的制動力を加えて減速させるように

なっており,緩衝器に衝突する際の速度をストロークにみあった速

度まで安全,確実に減速させることができる｡

霞が関ビル納300m/minエレベータでは,本装置の開発によっ

て緩衝器のストロークは1,081mm(装置をつけない場合の64%),

ピットの深さは4m(装置をつけない場合の約70%)とすることが

でき,建築上の経済性にも寄与している｡

4.3 非常時の運転

超高層ビル用エレベータは,停電,火災,地震などの非常時にお

いても乗客を適切に輸送したり,安全を確保するよう特別の考慮が

必要である｡もちろん,非常時態の発生ほ突発的なことであり,ま

たその状況によってエレベータを利用する条件はいろいろ考えられ

るから,どのように運転するかは事態の状況をは挺したビル管理者

の判断が必要である｡しかし,数十台の設備をもつ超高層ビルでは

迅速な処置を行なうために非常時の自動管理運転も必要である｡

超縞層ビ′レのエレベータ群は,平常ほすべて全自動群管理運転を

行なっているれ 火災などの非常時にほ監視室より指令を与え,た

とえばロビー階にいっせいに帰着,停止させてかご内乗客を避難

させ,引き続き運転を必要とする場合には任意のエレベータを選択

起動できるようにしてある｡また,停電時にはすべてのエレベータ

をいったん停止させたのち,自家発電設術からの給電開始と同時に

乗客が脱出できなかったエレベータから順次選択起動してロビー階

に帰着させるようにしてある｡

地震が発生すると超高層ビルは従来のビルに比べて大きな層間変

位が生ずる｡エレベータは建築物の地宗応答をもとに危険の生じな

いよう強度設計されているが,ロープの振れや乗心地への影禦など

ほ避けられない｡Lたがって,乗客の不安を解消するためにもすみ

やかに停止することが望まい､ので,管理者の指令あるいは自動的

な地震検出などによってもよりの階に自動着床させるよう万全を期

してある｡

層ビルが建設されようとしている｡高速エレベータはこれらのビル

の中枢機能をつかさどるとともに配置上もビルの中核を占めるのが

一般自勺である｡L七がって,建築上の経済性と運営上の効率の向上

を図るために,さらに新技術の開発によってエレベータ技術の発展

を図ることが必要である｡ここでほ,近い将来実現の見通しをえた

課題のいくつかに触jt,超高層ビル用エレベータの将来を展望して

みよう｡

高階層サービス用エレベータにおいて,高速化は輸送能力を強化

するための大きな要素である｡アメリカにおいてほすでに60階程

度のビルに510m/minの高速エレベータを実用化しているが,わ

が国でもビル内の運転効率が次第に重要視されるようになり,特に

高速化を必要とする高階層用エレベータでほ将来300m/minを越

える定格速度が要求されることほ明らかである｡一方,技術的見地

からも,より高速化することが技術水準のレベルアップに対して第

一義的な要素となるから,日立製作所はエレベータ研究塔において

図1】に例示するとおり,昭和43年6月540m/minへの高速化試

験を行ない,高速化に伴う新技術の開発に対して鋭意研究を推進中

である｡

次に,超高層ビル内の収容入口の増加は当然交通需要の母集団と

その変動量が従来のビル以上に増大するから,運転効率を主眼にし

た建築計画とエレベータリングの検討が必要である｡しかし,エレ

ベータのサービス状態に大きく影響する条件の中でテナントの分

布,外来客による集団到着,昼食時の輸送条件など実際にビルが運

営されたのちに若干の変動も考えられる｡また,経済性が超高層ビ

ル計画の基本的な問題であるから,必要最少限の設備台数,仕様で

期待どおりの運転効率をあげるために,今後さらに高度の全自動群

管理が必要である｡一号‾なわち,ビル内全交通需要の変動を監視する

情報網と迅速な情報処理機能が重要な要素となる｡したがって,情

報管理システムに対して多次元的判断を行なう識別枚能すなわち学

習機械を導入し,絶えず変動する多数の情報を総合的に判断して有

枚的な管理指令を与えるよう考慮してゆかなければならない｡

以上述べたとおり,制御性能と全自動群群管理機能の両面におい

て,全制御要素の積極的なエレクトロニクス化を促進するととも

に,コンパクトな制御装置を開発して高速エレベータ群の高性能,

高信板度化を図ることが今後のエレベータ技術者に対して与えられ

る命題であると思う｡

る.結 言

わが国の経i斉成長,都市再開発計画の進展とともi･こ,現在でほ霞が

関ビルの完成を端緒としてビルの超高層化計画も新たな発展段階に

はいったといえる｡日立製作所は霞が関ビル内に設置されたわが国

最高速(300m/min)エレベータを純国産技術i･こよって開発したが,

さらにこれらの成果を発展させ,本稿で述べた新技術を織り込んで

世界貿易センタービル,帝国ホテル,朝日東海ビルなどの超高層ビ

/レ レベータを今後相次いで納入する予定である｡本稿では

超高層ビル用高速エレベータについて主として制御性能に関する将

来への展望を述べたが,高速化の必要性に放こじて開発した新技術ほ

当然従来の一般エレベータにも応用できるものである｡これらはま

た国際市場にも活躍するR立製作所独自の新技術として国内,外の

関係者の期待に広くこたえたいと思っている｡
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5.超高層ビル用エレベータの将来

建築技術の進歩と附斉基盤の拡大によってわが国にも多数の超高

一31-



U.D.C.d21.874,7･219.2:d24.042.8:d20.178.3

レードルクレーンガーダの実働荷重と疲れ強さ
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要 旨

大形レードルクレーン3台について実働荷重と実働応力を測定し,プログラム疲れ試験などによる検討を加

えて,次の結果を得た｡

(1)主ガーダの受ける衝撃荷重と慣性力はかなり小さい｡

(2)今回示したような応力ひん度分布の場合にほ,クレーン1作業あたりの実働応力波形ほ正弦波1サイ

クルと同じ疲れ被害を与えると考えてよい(両波形の最大応力と最小応力はそれぞれ等い､とする)｡

またクレーンの諸動作を入力として与えれば,構造内各部の応力波形が電気的に計算できる装置を開発し,

実用できることを確認した｡.この装置はガーダの疲れ強さの検討むこ利用できる｡

1.緒 ロ

クレーン構造物の受けるくり返し荷電ほ,多くの場合大きさの変

化するいわゆる実働荷重である｡

クレーン構造物の軽量化を図るためにほ,(1)適切な構造形式と

材料の選択,(2)精密な構造計算,(3)実働荷重:(荷重の大きさ

とそのひん度)の正確なは握とそれをもとにした精密な強度検討な

どが必要と考えられる｡これらのうち(1),(2)に関する研究は従

来から各方面でさかんに行なわれ,それぞれ軽量化への努力が払わ

れてきた｡しかし(3)に関する研究は少なく,最近になって注目さ

れほじめた感がある｡そのおもな理1_tlとしては,以前はこの種の研

究を行なうために必要な計測器類や疲れ試験隙が世の中になかった

ということがあげられる｡

このようにクレーン構造物の受ける実働荷重についてほ不明な点

が多かったため,従来各国のクレーン計算基準×でほいずれも実働

荷重に対して比較的過度の安全率がとられていたように思われる､〉､

したがってクレーン構造物の大幅な軽量化を図るためには,上記

(3)の検討を行なうことがぜひ必要と考えられ.各国ともその気違

にある｡

西ドイツでは,最近このための研究が0.Svenson,W.Schweer,

E.Gassner氏ら(2)～(4)により行なわれ,それらの結果をもとにした

クレーン構造物の新計算基準案(5)が昨年作成された｡この某準実は

従来の基準DIN120を大幅に変更したものであり,かなり進歩的な

ものと考えられる｡しかし,荷重ひん度を調査したクレーンが製鉄

所用のものむキ限られていることなどなおいくつかの問題点が残され

ているようである｡

そこで,われわれの実情に則した新基準の作成を目標として,筆

者らは各方面から研究を進めている｡すなわち変動荷重による疲れ

の基礎的な研究を行なうとともにく6)～(8),レードルクレーン,アンロ

ーダ,一般天井クレーンについて実働荷重(または実働応力)を測

定してきた(9)｡

さて上記のクレーンのうちレードルクレーン,アンローダなどは

一般天井クレーンと異なり一貫した生産ラインの中にあってほぼ同

じ動作をくり返しているクレーンである｡このようなクレーンをプ

*

日立製作所楔械研究所 工学博士
**

日立製作所機械研究所

日立製作所亀有工場

たとえばDIN120あるいは"クレーソはがね構造部分計算

基準(日本機械学会制定)”(1)など｡

ロセスクレーソと呼ぶことにする｡各種クレーンの中でプロセスク

レーンのl｢める割合いは大きく,またプロセスクレーンには比較的

大形のものが多い｡

プロセスクレーンでは,設計前にそのクレーンの作業内容などが

だいたいわかるから,クレーンの衝撃値や構造寸法などを決めれば,

構造内各部の応力波形もあらかじめ計算できるはずである｡したが

一-,てこの応力波形から応力の大きさとそのひん度を求めるなどし

て,疲れ強さの検討を行なうことができる｡しかし,これらの手順

のうちクレーンの諸動作から応力波形を求める過程を手計算で行な

うことは一般にかなりめんどうなので,この過程を電気的に計算す

る装置(応力妓形合成装置)を今回開発した｡

前述のレードルクレーンの測定はこの装置を検討するためのデー

タの取得および外力(衝撃荷重など)のほ握などを目的として行な

ったものであるこ
今回ほそれらの検討結果について報告する｡.また

実働応力の測定結果からレード′レクレーンガーダの疲れ強さについ

て検討した紙袋も二.三報告する｡

2.実働応力および外力のは撞

2.1実 験 方 法

大形レードルクレーン3台を供試クレーンとした(一定格巻上げ荷

重220～240t,スパン12.5～25.Om)｡レードルクレーンは製鉄所

の主として転炉工場において使用される天井走行クレーンである｡

作業内容から,溶銑を転炉に装入するクレーンと溶鋼をいくつかの

インゴットケースに注入するクレーンとに分けられる｡供試クレー

ンのうち1子～は前者のクレーンであり,2台は後者のクレーンであ

る｡溶銑あるいは溶鋼のつり上げにはレードルを使用する｡

図1は供試クレーンの構造の概略を示したものである｡主クラブ

と補クラブほそれぞれ独立して析行と巻上げを行なうことができ

る｡主クラブには左右より巻上げ用のワイヤロープが下がり,それ

らの先端のフックでレードルをつる｡補クラブは主クラブでつった

レードルの傾斜作業や雑作業に使用されるものである｡主ガーダの

外側にほNトラスと呼ばれる骨組構造物が取り付けられている｡N

トラスは内部に走行装置などを置くためのものである(最近は,走

行装置などを主ガーダ内部に納めNトラスを省略したものが製作さ

れている)｡主ガーダと補ガーダの各端は共通した1仰のサドル(つ

なぎガーダ)iこ連結されている｡このサドルが走行申輪を介して走

行レール上にのっている｡

主ガーダは補ガ一列･こ比べて負荷が大きく,また構造部分で占め
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図1 レードルクレーンの横断面の概略

る重量も大きいので,今回は主ガーダについて検討した｡主ガーダ

はいずれもボックスガーダであり,内部には10枚前後の隔壁がそう

人されている｡

主ガーダの長子方向重出応力(膜止こ力),主クラブの巻上げ荷重お

よび主クラブ巻上げ,胱行,走行の各動作について,作業時の時間

的な変化をいっLよに連続記録Lた｡記録臥和訓ま各クレーンについ

て50～64時間である｡記録にほ計測用テープレコーダ(周波数特性

0～120Hz,4チャンネ′し)を使用した｡巻上げ荷重およびクレーン

各動作の検出には藤芳,赤津氏の‾考案した装置(9)を使用した｡主ガー

ダの応力は各クレーンについて2点あて記録した｡そのうちの1点

はスパン中央付近の位置,はか♂)1点はガーダ端付近の位置にある｡

2.2 実験結果と検討

図2は主ガーダの実働応力,巻上げ荷電などの記録波形の一部を

再生して示したものである｡この岡において(a),(b)が実働応力

であり,(c)が巻上げ荷重である｡(d)ほ旅行信号と走行信号とを

同時に示したものである｡旅行仁号については,主クラブがクレー

ンケージ側に移動しノたJ易合が阿の上側となり,転炉側に移動した場

合が下側となる｡克子力ま走行モータへの通電の有無で検出Lた｡図

において,杜行信リーに衷壬生された披でホさjLている部分(.30Hz,図

では黒くぬりつぶされている)が通電のあった部分である｡したが

ってほぼこの部分′う;走行動作せ行なっている時間であるとみなすこ

とができる｡

クレーンガーダが受ける嵐撃荷重とLては,荷重巻上げ時のもの

と構,走行レール継円通過時のものとが考えられる｡従来は一般に

レール継目通過時の衝撃荷重は比較的小さいが,荷重巻上げ時のも

のほかなり大きいと考えられていた｡しかし図2の(a)～(c)の例

にもみられるように,巻上げ荷重波形や応力波形を調べても,これ

らの衝撃荷重はほとんど検出されず,実際的にも無視してよいこと

がわかった｡巻上げ時の衝撃荷重が小さい理由は,溶鋼が慎重につ

り上げられるためである｡

次にクレーンガーダの受ける慣性力としてほ,横行または走行の

開始時と終了時のものが考えられる｡しかし図2(a),(b)の応力

波形からも推定できるように,これらの慣性力はほとんど検出され

なかった｡

さてガーダの疲れ強さを検討するためには,まずその応力ひん度

分布を求めるのが普通である｡図2に示すような複雑な応力波形か

ら応力ひん度を計数する方法としてほ種々の方法が提案されてい

る(10)(11)｡今回はこれらの方法のうちで物理的意味を比較的有して

いる平均応力経過ピーク応力計数法 mean-CrOSSing peak count

methodを探用した｡

この方法は次のとおりである｡たとえば図3のような波形の場合,

波形が平均応力の}･丘の線をよぎる点から次によぎる点までの部分(た

とえば区間A～Bの部分)を正弦波の1半波に置き換えて考える｡

この場合,半波の振幅はその区間での最大応力ほたは最小応力)と

平均応力との差に等しいものとする｡すなわちこの振幅の正弦波が

その区間では1/2回ほどくり返されたものと等価とみなすのである｡

連続記録した磁気テープを応力ひん度計(スライスレベル11段)

にかけ,上記の方法でひん度を計数した｡得られた応力ひん度分布

の2例を図4に丸で示す｡この図は縦軸に応力振幅を最大応力振幅

で無次元化し,横軸に累杭ひん度をクレーンの作業回数で無次元化

して示したものである｡すなわち図4は1作業における平均的な累

積ひん度分布であると考えることができよう｡ここで1作業とは溶

銑またほ溶鋼の満たされたレードル1個あたりの作業をさす｡これ

らのひん度分布は図ホの実線ではぼ近似できるようである｡

なお筆者らは以上の連続記録と並行して主ガーダの応力分布を静

什ノ

ー
｢T

ヨ

旦▼¶旦

Onleこ】rl‾Cr=ドSll唱S

●cし,ulltedlr止I11e5

_時間一

図3 平均応力経過ピーク1Lこ力計数法

図2 実 働応 力 な ど の 記録 波形 の
一例
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図4 主ガーダの実働応力の累積ひん度分布の例

図5 応力波形合成装置

的に測定した｡図lに示すように,主クラブからの荷重は主ガーダ

の内側ウェブ面に加わる｡この荷重は主として主ガーダにより負担

され両端のサドルまで伝達されるが,荷重の一部はNトラスを通し

て両端まで伝達される｡応力測定の結果から,Nトラスを通して伝

達される荷重量は∂/αが小さいほどまたエ/αカミ大きいほど大きくな

ることが判明した(図l,エ:ガーダスパン)｡また主ガーダ内の隔

壁の剛性が主ガーダの応力分布に及ぼす影響についても検討した

が(12),ここでは省略する｡

3.応力波形合成装置の開発

国5は開発した応力波形合成装置の外観を示したものである｡1.

に述べたように,この装置はプロセスクレーン構造内の応力波形を

計算して作り出す装置である｡装置にはあらかじめ荷重巻上げ時と

レール継目通過時の衝撃値の大きさ,衝撃波形の減衰率,構造寸法

などを設定しておくようになっている｡クレーンの巻上げ下げ,横

行,走行の各動作信号と巻上げ荷重の大きさを表わす信号とを装置

に手動で適宜与えることにより,装置はこれらの信号に従った構造

計算を電気的に行ない,任意点の応力波形を作り出すことができる｡

前述の連続記録から得られた動作と荷重の信号(たとえば図2

(c),(d)の信号)をこの装置に与えて応力波形を作り出し,この

波形を実測波形(図2(a)または(b)の波形)と比較した｡その結果,

両者の応力値は±3%の誤差範囲内で全般的によく一致し,この装

置が実用できることがわかった｡なおこの場合の動作と荷重の信号

ほ手動ではなく,記録テープから直接与えられた｡この装置にほそ

のような操作を行なう回路もつけ加えてある｡

図6 ±10t油圧式実働荷重疲れ試験機(左)と

実働荷重関数発生器(右)
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4.疲れ試験による実働応力波形の検討

2.に述べたように,筆者らは応力ひん度の計数法として平均応力

経過ピーク応力計数法を使用した｡したがってまず,この計数法の

妥当性を確認するための実働荷重疲れ試験を行なった｡次に,図4

の応力ひん度分布に従ってプログラム疲れ試験を行ない検討を加え

た｡以下にその概略を述べる｡

4.1実 験 方 法

試験にほ日立製作所機械研究所で開発した±10t油圧式実働荷重

疲れ試験枚(7)(18)と実働荷重関数発生器(13)またはプログラム信号発

生器(6)を使用した(図d)｡

ガーダは通常材質SS41またはSM41の薄板溶接棒造物として

製作されることが多い｡そこでS30C鋼材より溶接継手の止端部を

模擬した切欠き試験片を製作し,実験に使用した｡図7(a)およぴ

(b)は試験片形状を示したものである｡(a)および(b)の応力集中

係数はそれぞれ3およぴ3,5である｡表1ほ供試材料の化学成分と

機械的性質を示したものである｡なお試験片は購入のままの素材よ

り加工したが,熱処理は行なわれなかった｡

試験はいずれも引張り圧縮の両振りとした｡
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図10 プロプラム疲れ試験結果

ム2 実験結果と検討

4.2.1実働荷重疲れ試験

図8(a)に示すa波形は測定した実働応力波形の中から比較的

複雑な部分を選び出し,これを実働荷重関数発生器のピンボード

上にプログラムしたものである｡この波形の場合平均応力経過ピ

ーク応力計数法では,白丸で示すピーク応力のみを計数し,二次

的な応力変動を無視することになる｡したがって図8(b)に示す

b波形と等価であると仮定することになる｡

このa,b両波形を使用し,それぞれ疲れ試験を行なった｡図

8の各波形をそれぞれ1サイクルとするとき,試験速度ほa波形

が2Hz,b波形が30Hzである｡

試験結果を図9に示す｡縦軸ほ応力振幅〔(最大応力一最小応

力)/2〕であり,供軸は破壊までにくり返される作業回数である｡

a波形は試験速度が遅いため長寿命の試験点がないが,両試験結

果はかなりよく一致しており,a波形のような場合には5F均応力

経過ピーク応力計数法が妥当なことがわかる｡

4.2.2 プログラム疲れ試験

囲4に九で示した応力ひん度分布を階段状に変化するひん度分

布(図に破線で示す分布)で近似し,この分布についてプログラ

ム試験を行なった｡

図】0ほ試験結果を両振り定振幅疲れ試験結果と比較L-て示し

たものである｡図において縦軸は最大応力振幅であり,横軸は破

壊までにくり返される作業回数(定振幅の場合はそのくり返し数)

である｡両試験結果ほきわめてよく一致している｡したがって図

4に示されるようなひん度分布の場合には,1作業の実働応力波

形は最大応力振幅での正弦波1サイクルと同じ疲れ被害を与える

ことになる｡

なお以上の試験ほ溶接継手を模擬した標準試験片について行なっ

たものであるが,現在は溶接継手試験片を用い±40t疲れ試験棟に

よる実働荷重試験を進行中である｡

10丁

表1 供試材料の化学成分と機械的性質(%)

C I Si l Mn P

0.30 1 0.27 1 0.45 0.018 0.018

上降伏点
(kg/

mm2

下降伏点

(kg/
mm2)

引張り強さ
(kg/

mm2) mm2)

絞 り

(%)

32･6 戸29･1l54･3l87l60･3

5.結 口

おもな結果を要約すれば次のとおりで

ある｡

(1)主ガーダの受ける衝撃荷重(荷重巻

上げ時のものおよび横,走行レール継目通

過時のもの)と慣性力は,実測の結果,従

来考えられていた値よりもかなり小さか

った｡

(2)応力波形合成装置から作り出した実

働応力波形と実測から得られた波形とはよ

く一致し,ニの装置が実用できることがわ

かった｡

(3)連続記録した主ガーダの実働応力波

形から応力ひん度分布を求め,プログラム

疲れ試験を行なった結果,図4のひん度分

布(2例)の場合には,クレーン1作業あた

りの実働応力波形は,最大応力と最小応力がその波形と同じ値を

持つ正弦波1サイクルと,同じ疲れ被害を与えることがわかった｡

なお,この結果はもちろん図4に示されるようなひん度分布の

場合に適用できるものであり,レードルクレーンの主ガーダー般

にそのまま適用できるとは限らない｡クレーンによって作業経路

も異なるであろう｡現在ほ,上記の応力波形合成装置を使用して,

種々の作業経路についてガーダ内各点の応力波形を求め,ガーダ

の疲れ強さを一般的に検討中である｡

実働荷重などの測定にあたっては,富士製鉄株式会社名古屋製鉄

所ならびに八幡製鉄株式会社堺製鉄所の関係者のかたがたから多大

のご援助と懇切なご配慮をいただいた｡関係のかたがたに深甚の謝

意を表する次第である｡

1

2

3

4

5

6

7

史U

(9)

(10)

11

12

13

-35-

参 男 文 献

機械学会第180回講習会教材,1(昭37-12)

0.Svenson,W.Schweer:Stahlu.Eisen,80,79(1960-1)

W.Schweer:Stahlu.Eisen,84,138(1964-1)

E.Gassner,F.W.Griese,E.Haibach:Archiv ftlr Eisen-

hdttenwesen,35,255(1964【3)
DIN15018

鯉淵,山根:

鯉淵,山根:

K.Koibuchi,

(クレーンはがね構造計算基準,1967咋)

機械学会論文集,3l,1803(昭40-12)

機械学会論文集,34,261(昭43-2)

M.Yamane:Papers ofJSME Semトinter-

nationalSymposium heldin Tokyo,ExperimentalMe-

Chanics,1,81(1967-9)
藤芳,赤津:横根学会講演論文集,No.197,69川召43-9)
W.Barrois,E,L,Ripley:Fatigue of Aircraft Structure

-Proceedings of the Symposium heldin Paris(1963,
Pergamon Press)

河本,鯉淵:機械学会論文集,30,475(昭39-4)

種田,太田:機械学会講演論文集,No.197,73(昭43-,9)

米田,山軋 鯉淵:機械学会講演論文集,No.188,65(昭

43-4)




